
海外安全対策情報（アルジェリア）平成２９年１０月～１２月 

 

１．治安情勢及び一般犯罪の傾向 

（１）リビア等との国境付近及びカビリー地方等においては，依然として治安

関係者によるテロ掃討作戦が実施されています。 

 

（２）当国南部ガルダイア県におけるアラブ人とムザブ人との間の衝突は，大

規模なものはないものの，両グループ間の対立が根本的に解決されていな

いことから，再び大きな衝突・暴動が起きる危険性が依然として存在して

おり，十分な警戒が必要です。 

 

（３）一般犯罪は引き続き増加傾向にあり，侵入盗（強盗，窃盗），自動車盗，

車上狙い，引ったくりの他，誘拐や薬物犯罪等が増加しています。また，

各地において，デモ，道路封鎖，役所等公的機関への抗議行動が発生して

います。 

 

（４）アルジェリアには，多くの世界遺産他著名な遺産があります。当国にお

いては，観光産業がいまだ発展途上の状況にあり，旅行者に対して治安及

び医療他，旅行者が必要とするサービスが十分に提供できない可能性があ

ります。したがって「退避勧告」，「渡航中止勧告」地域への渡航を控える

ことはもちろんのこと，「不要不急の渡航中止」地域についても，現地の状

況を注意深く観察して，渡航の判断は慎重に行うことをお勧めします。 

 

 

２．殺人・強盗等凶悪犯罪の事例 

  殺人，暴行，強盗とも日本人の被害は報告されていません。 

 

３．テロ・爆弾事件発生状況 

１０月～１２月中のテロ事件の発生はありませんでした。 

  これまでアルジェリアにおいて発生したテロ事件（特に爆弾テロ）の大半

は，治安関係者及び治安関係施設が対象になっており，これらの事件に巻き

込まれないためにも不必要に治安関連施設や検問場所等に近づかないなどの

注意が必要です。さらに，平成２５年１月には日系企業が関係するイナメナ

ス・ガス・プラントに対するテロ攻撃が発生し，邦人１０名を含む多くの外

国人が殺害されており，外国関連施設に対するテロへの警戒も必要です。 

 



４．誘拐・脅迫事件発生状況 

  日本人が関係する誘拐及び脅迫事件の発生は報告されていませんが，細心

の警戒が必要とされます。 

 

５．対日感情 

一般的に友好的です。 

 

６．日本企業の安全に関する諸問題 

（１）日本企業のみを標的とした事例は発生していませんが，平成２５年１月

に日本人１０名の犠牲者を出したイナメナス事件が発生しており，また，

ＩＳＩＬは平成２７年２月に日本人をテロの標的にする旨の声明を出して

います。日本人，日本企業を対象とするテロ・誘拐発生の可能性を否定で

きない状況にあることから，今までにも増して，より厳重な警戒を怠るこ

と無く，特に誘拐に対しては細心の警戒が必要とされます。単独行動を控

え，できるだけ空路での移動を行うとともに，陸路の移動についても，幹

線道路からは外れないようにしてください。夜間の移動は，細心の注意が

必要です。地域の治安に精通したエスコートを原則として同伴して下さい。

可能であれば，警察，憲兵隊等治安機関のエスコートを要請して下さい。

さらにテロリスト側に情報が漏れることのないよう情報管理を厳重にして

下さい。テロリストへの内通者の存在にも注意して下さい。 

 

（２）アルジェリアに所在する外国企業関係者（含家族）は，原則として所在

県外に移動（含私用）する場合，所在県庁の警備部局に対して「移動通報」

を行うことが義務づけられています。 

 

 (了) 


